
第151回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2016年４月１日から2017年３月31日まで）

スズキ株式会社

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び定款第16条の規定に
基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ア ド レ ス
http://www.suzuki.co.jp/ir/index.html）に掲載することにより株主の皆
様に提供しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

　 ① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 136社

主要な連結子会社の名称

国 内……… 株式会社スズキ自販近畿

株式会社スズキ部品製造

海 外……… スズキ ドイツ社

マジャール スズキ社

マルチ スズキ インディア社

スズキ インドモービル モーター社

パック スズキ モーター社

スズキ モーター タイランド社

② 非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称……鈴木自動車工業株式会社

連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類

に重要な影響を及ぼしていないためです。

　(2) 持分法の適用に関する事項

　 ① 持分法を適用した関連会社の数及び主要な持分法適用関連会社の名称

持分法を適用した関連会社の数 32社

主要な持分法適用関連会社の名称……………重慶長安鈴木汽車有限公司

② 持分法の適用の範囲の変更

減少 １社

　 ③ 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

持分法を適用しない非連結子会社の名称……鈴木自動車工業株式会社

持分法を適用していない理由

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ためです。
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　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 ① 連結子会社のうち19社は決算日が12月31日ですが、マジャール スズキ社他17

社については、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類で連結して

います。連結子会社の決算日である12月31日現在の計算書類で連結している

会社は、１社となります。

　 ② その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

　(4) 会計方針に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ) 有価証券

その他有価証券 ………時価のあるもの：

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移動平均法により

算定しています。）

時価のないもの：移動平均法による原価法

(ロ) デリバティブ取引………時価法

(ハ) たな卸資産 ………主として総平均法による原価法（連結貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

………主として定率法

(ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

………定額法

(ハ) リ ー ス 資 産

所有権移転ファイナンス・リース

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース

………リース期間を耐用年数とした定額法を採用し

ています。残存価額は、リース契約上の残価

保証の取決めがあるものは当該残価保証額と

し、それ以外のものは零としています。
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③ 繰延資産の処理方法………支出時の費用として処理しています。

④ 重要な引当金の計上基準

(イ) 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しています。

(ロ) 投 資 損 失 引 当 金……時価のない有価証券及び出資金の損失に備え

て、帳簿価額と実質価額との差額を計上してい

ます。

(ハ) 製 品 保 証 引 当 金……販売した製品のアフターサービスに対する費用

の支出に備えるため、原則として保証書の約款

に従い過去の実績を基礎にして計上していま

す。

(ニ) 役 員 賞 与 引 当 金……役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基

づき計上しています。

(ホ) 役員退職慰労引当金……当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規則に基づき、期末要支給

額を計上していましたが、2006年６月29日の定

時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制

度を廃止し、当該定時株主総会において、重任

する役員については、それまでの在任年数に基

づき、退任時に役員退職慰労金を支給すること

を決議しました。当連結会計年度末はその支給

見込額を計上しています。

また、一部の連結子会社において、役員の退職

慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規

則に基づき、期末要支給額を計上しています。

(ヘ) 災 害 対 策 引 当 金……東海地震・東南海地震での津波被害が想定され

る静岡県磐田市竜洋地区拠点の再配置等に伴い

発生することが見込まれる損失に備えるため、

合理的に見積られる金額を計上しています。
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(ト) 製造物賠償責任引当金……北米向け輸出製品に対して、「製造物賠償責任

保険」（ＰＬ保険）で補填されない損害賠償金

の支払いに備えるため、過去の実績を基礎に会

社負担見込額を算出し計上しています。

(チ) リサイクル引当金……当社製品のリサイクル費用に備えるため、市場

保有台数等に基づいてリサイクル費用見込額を

計上しています。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

(イ) 退職給付見込額の期間帰属方法

……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっていま

す。

(ロ) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

……過去勤務費用については、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しています。

　 ⑥ 重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

……リース料の回収期限到来時に売上高と売上原価

を計上する方法によっています。

　 ⑦ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

……外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しています。なお、在外連結子会社等の

資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しています。
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⑧ 重要なヘッジ会計の方法……主として繰延ヘッジ処理を採用しています。

為替予約取引については、振当処理の要件を満

たしているものは振当処理を採用しています。

金利スワップ取引については、特例処理の要件

を満たしているものは特例処理を採用していま

す。

金利通貨スワップ取引については、一体処理

（特例処理・振当処理）の要件を満たしている

ものは一体処理を採用しています。

⑨ のれんの償却方法及び償却期間

……のれんの償却については、５年間の均等償却を

行っています。

　⑩ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

(イ) 消費税等の処理方法……税抜方式で処理しています。

(ロ) 連結納税制度の適用……連結納税制度を適用しています。

　

（追加情報）

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26

号 平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しています。
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２．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産及び担保付債務

　 ① 担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 552百万円

土 地 97百万円

計 649百万円

　 ② 担保付債務

その他の固定負債 300百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,750,717百万円

　(3) 保証債務

　連結子会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し、保証を行っています。

2,051百万円
　

(4) 効率的な資金調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントライン契約を締

結しています。当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借

入未実行残高は、次のとおりです。

コミットメントライン契約の総額 250,000百万円

借入実行残高 　 －

差引額 250,000百万円
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３．連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
(単位：百万円)

用途 場所 種類 減損損失

四輪車事業用資産
タイ

機械装置及び運搬具、工具、

器具及び備品等
26,346

アジア 機械装置及び運搬具等 296

二輪車事業用資産 アジア
機械装置及び運搬具、建物及

び構築物等
5,192

その他事業用資産 日本 土地 1,496

貸与資産 日本 土地 6,007

遊休資産 日本 土地 597

計 39,936
　

資産グループ化は、事業用資産・貸与資産に区分し、主としてそれぞれの事

業所単位としています。また処分が決定された資産、将来の使用が見込まれて

いない遊休資産等については個々の資産ごとに減損の要否を判定しています。
　

　 ＜事業用資産＞

　 （スズキ モーター タイランド）

　当社の100％子会社であるスズキ モーター タイランド社は2012年3月

からタイでの四輪車の製造を開始し、タイ国内での販売はもとより世界

各国に輸出をしています。しかしながら、タイ国内市場の減速やタイバ

ーツ高などによりタイ四輪車事業の業績は低迷しております。

　当連結会計年度において、スズキ モーター タイランド社の事業用資

産に対して将来の回収可能性を検討した結果、回収可能価額が帳簿価額

を下回ることになることから、減損損失として特別損失に計上しました。

　 （その他）

　将来の回収可能性を検討した結果、回収可能価額が帳簿価額を下回る

ことになることから、減損損失として特別損失に計上しました。

　 ＜貸与資産・遊休資産＞

　時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。
　

また、減損損失の内訳は、建物及び構築物6,696百万円、機械装置及び運搬具

15,320百万円、工具、器具及び備品7,294百万円、土地8,101百万円、建設仮勘

定2,523百万円です。

なお、回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、土

地については合理的に算定した価額により評価しています。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普 通 株 式 491,000,000 － － 491,000,000
　

　(2) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2016年６月29日
定時株主総会

普通株式 7,501百万円 17円00銭
2016年
３月31日

2016年
６月30日

2016年11月４日
取締役会

普通株式 7,501百万円 17円00銭
2016年
９月30日

2016年
　11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

2017年６月29日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しています。

(イ) 配当金の総額 11,914百万円

(ロ) １株当たり配当額 27円00銭

(ハ) 基準日 2017年３月31日

(ニ) 効力発生日 2017年６月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しています。

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 09時03分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



５．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び有価証券等により行

い、資金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債の発行により行っ

ています。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に沿ってリス

ク低減を図っています。また、外貨建ての営業債権に係る為替変動リスクは、

原則として為替予約を利用してヘッジしています。投資有価証券は主として株

式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金の使途は、運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、

一部の長期借入金に係る金利変動リスク及び為替変動リスクに対しては、金利

スワップ取引又は金利通貨スワップ取引をヘッジ手段として利用しています。

なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしていま

す。
　

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

2017年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計

上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
(単位：百万円)

　

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

資産

① 現金及び預金 693,952 693,952 ―

② 受取手形及び売掛金 349,224 351,454 2,229

③ 有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 636,102 636,102 ―

　 関連会社株式 660 2,104 1,443

負債

① 買掛金 428,063 428,063 ―

② 短期借入金 96,643 96,643 ―

③ 1年内返済予定の長期借入金 119,958 119,809 148

④ 未払費用 191,068 191,068 ―

⑤ 新株予約権付社債 200,400 251,450 △51,050

⑥ 長期借入金 222,870 221,236 1,634

デリバティブ取引（※） 1,840 1,840 ―

(※) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、正味の債務とな
る項目については、（ ）で示しています。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月23日 09時03分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(注) 1．金融商品の時価の算定方法
資産
① 現金及び預金

預金の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
② 受取手形及び売掛金

販売金融債権の時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、新規契約を行
った際に想定される利率で割り引いて算出する方法によっています。
販売金融債権以外については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっています。
③ 有価証券及び投資有価証券

株式の時価は取引所の価格によっており、譲渡性預金その他の有価証券は短期間で決済
されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負債
① 買掛金、② 短期借入金、及び④ 未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっています。

③ 1年内返済予定の長期借入金、及び⑥ 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっています。
⑤ 新株予約権付社債

新株予約権付社債の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき
算定しています。

デリバティブ取引
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。

2．関連会社株式以外の非上場株式（連結貸借対照表計上額17,188百万円）、非上場の関連会社
株式（連結貸借対照表計上額20,514百万円）及びその他（連結貸借対照表計上額77百万円）
は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握
することが極めて困難と認められるため、「③ 有価証券及び投資有価証券」には含めていま
せん。

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,538円12銭

１株当たり当期純利益金額 362円54銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 362円48銭

　
７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 …………… 移動平均法による原価法

その他有価証券…………時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定していま

す。）

時価のないもの：移動平均法による原価法

② デリバティブ取引 ………………………………時価法

③ たな卸資産 …………………………………… 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法

② 無形固定資産（リース資産を除く）…………定額法

③ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース…………自己所有の固定資産に適用する

減価償却方法と同一の方法を採

用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース…………リース期間を耐用年数とした定

額法を採用しています。残存価

額は、リース契約上の残価保証

の取決めがあるものは当該残価

保証額とし、それ以外のものは

零としています。

(3) 繰延資産の処理方法…………支出時の費用として処理しています。
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　(4) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。

② 投 資 損 失 引 当 金………時価のない有価証券及び出資金の損失に備えて、

帳簿価額と実質価額との差額を計上しています。

③ 製 品 保 証 引 当 金………販売した製品のアフターサービスに対する費用の

支出に備えるため、原則として保証書の約款に従

い過去の実績を基礎にして計上しています。

④ 役 員 賞 与 引 当 金………役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しています。

⑤ 退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっています。

(ロ)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

………過去勤務費用については、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しています。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しています。

⑥ 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金規則に基づき、期末要支給額を計上してい

ましたが、2006年６月29日の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、当該定

時株主総会において、重任する役員については、

それまでの在任年数に基づき、退任時に役員退職

慰労金を支給することを決議しました。当事業年

度末はその支給見込額を計上しています。
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⑦ 災 害 対 策 引 当 金………東海地震・東南海地震での津波被害が想定される

静岡県磐田市竜洋地区拠点の再配置等に伴い発生

することが見込まれる損失に備えるため、合理的

に見積られる金額を計上しています。

⑧ 製造物賠償責任引当金………北米向け輸出製品に対して、「製造物賠償責任保

険」（ＰＬ保険）で補填されない損害賠償金の支払

いに備えるため、過去の実績を基礎に会社負担見

込額を算出し計上しています。

⑨ リサイクル引当金………当社製品のリサイクル費用に備えるため、市場保

有台数等に基づいてリサイクル費用見込額を計上

しています。

　(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

………外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ています。

(6) ヘッジ会計の方法……………主として繰延ヘッジ処理を採用しています。

為替予約取引については、振当処理の要件を満た

しているものは振当処理を採用しています。

金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしているものは特例処理を採用しています。

金利通貨スワップ取引については、一体処理（特

例処理・振当処理）の要件を満たしているものは

一体処理を採用しています。

(7) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の処理方法………税抜方式で処理しています。

② 連結納税制度の適用………連結納税制度を適用しています。

（追加情報）

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しています。
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２．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保資産及び担保付債務

　 ① 担保に供している資産

建 物 195百万円

土 地 97百万円

計 292百万円

　 ② 担保付債務

その他の固定負債 119百万円

　(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 187,522百万円

短期金銭債務 158,298百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 848,056百万円

　(4) 保証債務

　他の会社の金融機関からの借入に対し、保証を行っています。

スズキ ファイナンス インドネシア社 12,560百万円

その他 154百万円

　 計 12,714百万円

(5) 効率的な資金調達を行うため、取引銀行６行とコミットメントライン契約を締

結しています。当事業年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入未

実行残高は、次のとおりです。

コミットメントライン契約の総額 250,000百万円

借入実行残高 　 －

差引額 250,000百万円
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３．損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高

売 上 高 1,221,478百万円

仕 入 高 400,451百万円

その他の営業取引高 140,887百万円

営業取引以外の取引高 16,442百万円
　

(2) 関係会社株式・出資金評価損

　連結注記表「３．連結損益計算書に関する注記」に記載の減損損失計上に伴

い、当事業年度において特別損失としてスズキ モーター タイランド社34,089

百万円、アジアの二輪子会社657百万円、計34,747百万円の関係会社株式・出

資金評価損を計上しました。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首株式数(株) 当期増加株式数(株) 当期減少株式数(株) 当期末株式数(株)

普 通 株 式 49,748,321 1,176 31,900 49,717,597
　

（注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,176株は、単元未満株式の買取りによるものです。
2. 普通株式の自己株式の株式数の減少31,900株は、ストックオプションの行使によるもので

す。

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 (繰延税金資産)

　減損損失及び減価償却超過額 40,383百万円

　諸 引 当 金 29,716百万円

　有 価 証 券 評 価 損 35,224百万円

　そ の 他 78,684百万円

　 繰 延 税 金 資 産 小 計 184,009百万円

　評 価 性 引 当 額 △55,150百万円

　 繰 延 税 金 資 産 合 計 128,859百万円

　 (繰延税金負債)

　その他有価証券評価差額金 △19,590百万円

　そ の 他 △3,555百万円

　 繰 延 税 金 負 債 合 計 △23,145百万円

繰延税金資産の純額 105,714百万円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1)子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の

関連当事者との関係
取引の
内 容
（注）1

取引金額
(百万円)
（注）2

科目
期末残高

(百万円)
所 有 ( 被 所

有)割合(％)

子会社

スズキ

ファイナンス

株式会社

所有

直接95.9

当社製品の販売に関

わる金融業務

資金援助

債権の回収 27,965
その他の

流動資産
24,768

子会社
マジャール

スズキ社

所有

直接97.5

当社製品の製造、販

売

役員の兼任

製品の仕入 212,465 買掛金 8,422

子会社

スズキ モー

ター グジャ

ラート社

所有

直接100.0
当社製品の製造 増資の引受 42,380

関係会社

株式
101,790

子会社

スズキ イン

ドモー ビ ル

モーター社

所有

直接94.9

当社製品の製造、販

売

資金援助

役員の兼任

資金の貸付 ―
その他の

流動資産
20,770

（注）1. 取引条件は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件を勘案して決定しています。
2. スズキファイナンス株式会社の取引金額は、消費税等を含んだ債権金額ですが、その他の

取引金額には、消費税等を含んでいません。

(2)役員及び個人主要株主等

種類 氏名
議決権等の
所有 (被所
有)割合(％)

関連当事者との関係
取引の
内 容
（注）1

取引金額
(百万円)
（注）2

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親者

鈴木 修

(被所有)
0.1

当社代表取締役会長
公益財団法人スズキ
財団理事長

寄 付 100 ― ―

(被所有)
0.1

当社代表取締役会長
公益財団法人スズキ
教育文化財団理事長

寄 付 100 ― ―

（注）1. 公益財団法人スズキ財団及び公益財団法人スズキ教育文化財団との取引は、第三者のため
の取引です。

2. 取引金額には消費税等を含んでいません。
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７．１株当たり情報に関する注記

　１株当たり純資産額 1,150円47銭

　１株当たり当期純利益金額 198円68銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 198円64銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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